
　
株 主 各 位

　
　
　

第96期定時株主総会招集ご通知に際しての

インターネット開示情報
　
　

　

連 結 注 記 表
個 別 注 記 表
（2019年４月１日から2020年３月31日まで）

　

　
　
　
　
　
　

（証券コード５４７１）
　
　

上記の事項につきましては、法令および定款の定めにより、インターネット上の
当社ウェブサイト（https://www.daido.co.jp）に掲載することにより、株主の
皆様に提供しております。

2020年05月21日 09時32分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）



― 1 ―

連 結 注 記 表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記等
１．連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社の数……………………65社
主要な連結子会社の名称…………㈱大同キャスティングス、日本精線㈱、

Daido Steel (Thailand) Co., Ltd.、フジオーゼックス㈱、
大同興業㈱、 ㈱ダイドー電子、大同電工（蘇州）有限公司、FUJI
OOZX MEXICO, S.A. DE C.V.、PT. FUJI OOZX INDONESIA、
DAIDO DMS(THAILAND)CO.,LTD.
なお、連結決算の開示内容の充実およびグループ経営の強化を図るため、
前連結会計年度において非連結子会社でありました大同磁石(広東)有限公
司(旧社名：大同磁石(深圳)有限公司)、下村特殊精鋼(蘇州)有限公司、大同
凱思英鋳造(蘇州)有限公司、フジホローバルブ㈱、Daido Kogyo
(Thailand) Co.,Ltd.、ORIENTAL SHIMOMURA DRAWING(M)
SDN.BHD.、他22社を当連結会計年度より連結の範囲に含めております。
また、当連結会計年度より前連結会計年度において連結子会社でありまし
た１社を清算により連結の範囲から除外しております。

(2) 主要な非連結子会社の名称………Daido Shimomura Steel Manufacturing （Thailand）Co.,Ltd
連結の範囲から除いた理由………非連結子会社は、いずれも小規模であり、合計の総資産、売上高、当期純

損益（持分に見合う額）および利益剰余金（持分に見合う額）等は、いず
れも連結計算書類に重要な影響を及ぼしていないためであります。

２．持分法の適用に関する事項
(1) 持分法適用の関連会社の数………９社

主要な持分法適用関連会社の名称……理研製鋼㈱、東北特殊鋼㈱、丸太運輸㈱、桜井興産㈱
なお、連結決算の開示内容の充実およびグループ経営の強化を図るため、
前連結会計年度において持分法非適用関連会社でありました３社を、当連
結会計年度より持分法の適用の範囲に含めております。

(2) 持分法の適用の手続について特に記載すべき事項
持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の事業年度に係る計算書類を

使用しております。
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３．会計方針に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準および評価方法
①有価証券 その他有価証券

時価のあるもの……主として決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産
直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの……主として移動平均法による原価法
②デリバティブ………………………時価法
③たな卸資産………………………主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）
(2) 重要な固定資産の減価償却の方法
①有形固定資産 (リース資産を除く)…定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 及 び 構 築 物 ５～75年
機械装置及び運搬具 ４～17年

②無形固定資産 (リース資産を除く)…定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間
（５年）に基づいております。

③リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

…リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっておりま
す。

(3) 重要な引当金の計上基準
①貸倒引当金………債権の貸倒による損失に備えるため、主として一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上し
ております。

②賞与引当金………従業員および兼務役員に支給する賞与に充てるため、主として支給対象期間に応じた支給
見込額を計上しております。

③役員賞与引当金…役員賞与の支出に備えるため、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しており
ます。

④役員退職慰労引当金…役員の退職慰労金の支出に備えるため、役員退職慰労金規程に基づく当連結会計年度末要
支給額を計上しております。

⑤環境対策引当金…保管するPCB（ポリ塩化ビフェニル）等の廃棄物処理の支出、また、過去に販売した鉄鋼
スラグ製品のうち、今後の撤去等による支出に備えるため、その見積額を主として計上し
ております。
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(4) その他連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
①退職給付に係る会計処理の方法
イ．退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法について
は、給付算定式基準によっております。
ロ．数理計算上の差異および過去勤務費用の費用処理方法

数理計算上の差異は、主として10年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年度から
費用処理しております。
過去勤務費用は、主として10年による定額法により按分した額を費用処理しております。

②重要な外貨建の資産または負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しておりま

す。
なお、在外子会社等の資産、負債、収益および費用は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差

額は純資産の部における為替換算調整勘定および非支配株主持分に含めております。
③重要なヘッジ会計の方法
イ．ヘッジ会計の方法…………繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約および通貨スワップについて振当処理の要件を満たしているも
のは振当処理、金利スワップについて特例処理の要件を満たしているものは特
例処理によっております。

ロ．ヘッジ手段とヘッジ対象…当連結会計年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとお
りであります。
ａ．ヘッジ手段････為替予約
ヘッジ対象････外貨建金銭債権債務および外貨建予定取引

ｂ．ヘッジ手段････通貨スワップ
ヘッジ対象････借入金および支払利息

ｃ．ヘッジ手段････金利スワップ
ヘッジ対象････借入金の支払利息

ハ．ヘッジ方針…………………ヘッジ対象に係わる為替相場変動リスクおよび金利変動リスクを一定の範囲内
でヘッジしております。

ニ．ヘッジ有効性評価の方法…該当するデリバティブ取引とヘッジ対象について、ヘッジ取引の条件等を都度
評価し、判断することによって有効性の評価を行っております。また、通貨ス
ワップについて振当処理によっているもの、金利スワップについて特例処理に
よっているものは、有効性の評価を省略しております。

④重要な収益および費用の計上基準
当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適

用し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。
なお、工事進行基準を適用する工事の当連結会計年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によってお

ります。
⑤消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．たな卸資産の内訳

商 品 及 び 製 品 61,805百万円
仕 掛 品 28,086 〃
原 材 料 及 び 貯 蔵 品 37,281 〃

　
２．担保に供している資産および担保に係る債務
担保に供している資産
現 金 及 び 預 金 729百万円
建 物 及 び 構 築 物 5,691 〃
機械装置及び運搬具 782 〃
土 地 5,060 〃
投 資 有 価 証 券 21 〃
合 計 12,285 〃

　
担保に係る債務の金額
支払手形及び買掛金 7百万円
短 期 借 入 金 250 〃
流 動 負 債 そ の 他 8 〃
長 期 借 入 金 3,500 〃
合 計 3,765 〃

３．有形固定資産の減価償却累計額 534,843百万円

４．有形固定資産から直接控除した圧縮記帳額 3,481百万円
なお、上記の他、当連結会計年度において買換えにより有形固定資産から直接控除した圧縮記帳額が2,772
百万円あります。

５．偶発債務
下記会社等の借入金について、債務保証を行っております。
（ ）は連結会社負担分であります。

DMS MOLDES MEXICO S.A. DE C.V. 567百万円 （ 195百万円）
その他 181 〃 （ 181 〃 ）
計 749 〃 （ 376 〃 ）
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６．土地再評価差額金
一部の連結子会社において土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号）に基づき、

事業用の土地の再評価を行い、土地再評価差額金を純資産の部に計上しております。
土地の再評価の方法は、土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号）第２条

第３号に定める固定資産税評価額に基づいて算出しております。
・再評価を行った年月日 1999年３月31日
・再評価を行った土地の期末における時価と
再評価および減損後の帳簿価額との差額

△952百万円

連結損益計算書に関する注記
１．固定資産売却益
主として当社川崎テクノセンターの土地・建物を一部売却したことによるものであります。

２．減損損失
当連結会計年度において、当社および当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しており
ます。

用途 場所 種類

特殊鋼鋼材事業用資産 埼玉県 他10件 建物及び構築物 他 419百万円
機能材料・磁性材料用
事業用資産 中国江蘇省 機械装置及び運搬具 62百万円
自動車部品・産業機械部品
事業用資産 岐阜県 他３件 機械装置及び運搬具 他 5,361百万円
当社グループは、事業用資産については主に継続的に収支の把握を行っている管理会計上の区分（事業所別
等）を基礎とし、キャッシュ・フローの相互補完性を考慮した一定の事業単位でグルーピングを行っておりま
す。また、将来の使用が見込まれない遊休資産については、個別の資産グループとしております。
これらの資産グループのうち、収益性が低下した事業用資産について、帳簿価額を回収可能額まで減額し、

当該減少額を減損損失（5,842百万円）として特別損失に計上しております。
なお、当資産グループの回収可能価額は使用価値により測定しており、将来キャッシュ・フローを一定の割
引率で割り引いて算定しております。
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連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．当連結会計年度末の発行済株式の種類および総数
期末発行済株式（自己株式を含む）普通株式 43,448千株
期末自己株式 普通株式 820千株

　
２．配当に関する事項
(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額(円) 基準日 効力発生日

2019年６月26日
定時株主総会 普通株式 2,771 65.00 2019年３月31日 2019年６月27日
2019年10月31日
取締役会 普通株式 2,345 55.00 2019年９月30日 2019年12月５日

(2) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当連結会計年度後となるもの
次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の
種類

配当金の総額
（百万円） 配当の原資 １株当たり

配当額(円) 基準日 効力発生日
2020年６月25日
定時株主総会 普通株式 639 利益剰余金 15.00 2020年

３月31日
2020年
６月26日
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金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

当社グループは、主に間接金融の銀行借入や直接金融の社債発行等により、必要な資金を調達しておりま
す。また、一時的な余資は安全性の高い金融資産で運用しております。
受取手形及び売掛金ならびに電子記録債権に係る顧客の信用リスクは、営業債権管理規程等に沿ってリス

ク低減を図っております。外貨建て営業債権債務については、当社は、原則として営業債権債務をネットし
たポジションをほぼ均衡させ実質的にリスクヘッジとなるような方針としておりますが、一部の連結子会社
は、先物為替予約等を利用して為替変動リスクを回避しております。
投資有価証券は、主に取引先企業との業務または資本提携等に関する株式であり、定期的に時価や発行体

（取引先企業）の財務状況等の把握を行っております。
短期借入金とコマーシャル・ペーパーは主に営業取引に係る資金調達であり、長期借入金と社債は主に設

備投資や戦略事業に係る資金調達であります。また、一部の借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制する
ために、通貨スワップ取引と金利スワップ取引を利用しております。なお、デリバティブ取引は、事業に関
連して発生する債権債務の市場価格変動の回避または将来キャッシュ・フローの確定等、実需に基づいた取
引に限定し、投機的な取引は実施しない方針であります。

２．金融商品の時価等に関する事項
2020年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価およびこれらの差額につい

ては、次のとおりであります。
（単位：百万円）

　

連結貸借対照表
計上額 時 価 差 額

（1）現金及び預金 59,558 59,558 －
（2）受取手形及び売掛金 102,254 102,254 －
（3）電子記録債権 16,027 16,027 －
（4）有価証券および投資有価証券 54,019 51,643 △2,375
資産計 231,859 229,484 △2,375
（1）支払手形及び買掛金 40,828 40,828 －
（2）電子記録債務 25,993 25,993 －
（3）短期借入金 80,927 80,927 －
（4）コマーシャル・ペーパー 17,000 17,000 －
（5）未払法人税等 2,861 2,861 －
（6）社債 35,000 34,791 △209
（7）長期借入金 59,508 59,744 236
負債計 262,119 262,146 27
デリバティブ取引（＊）
①ヘッジ会計が適用されていないもの (39) (39) －
②ヘッジ会計が適用されているもの (4) (4) －
デリバティブ取引計 (43) (43) －
（＊）デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる
項目については、（ ）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法ならびに有価証券およびデリバティブ取引に関する事項
資 産
（1）現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（2）受取手形及び売掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。なお、売掛金には、為替予約等の振当処理のヘッジ対象とされているものを含んでおります。
（3）電子記録債権

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（4）有価証券および投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっており、その他は合理的に算定された価額によって

おります。
　
負 債
（1）支払手形及び買掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（2）電子記録債務
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。
（3）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。なお、金利スワップの特例処理のヘッジ対象とされているものを含んでおります。

（4）コマーシャル・ペーパー
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており

ます。
（5）未払法人税等

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。

（6）社債
当社が発行する社債の時価は、市場価格に基づいております。

（7）長期借入金
長期借入金のうち、変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映することから、時価は帳簿価額と

近似していると考えられるため、当該帳簿価額によっております。固定金利によるものは、一定の期間ご
とに区分した当該長期借入金の元利金の合計額(＊)をリスクフリー・レートに信用スプレッドを上乗せし
た利率または同様の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しておりま
す。
(＊)金利スワップの特例処理の対象とされた長期借入金（下記デリバティブ取引②参照）については、
その金利スワップのレートによる元利金の合計額。
為替予約等の振当処理の対象とされた長期借入金（下記デリバティブ取引②参照）については、円
貨建固定金利の長期借入金とみての元利金の合計額。
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デリバティブ取引
①ヘッジ会計が適用されていないもの

通貨関連の為替予約取引等における時価の算定方法は、先物為替相場または取引先金融機関から提示さ
れた価格等によっております。
②ヘッジ会計が適用されているもの

原則的処理方法によるものの時価の算定方法は、為替予約については先物為替相場、金利スワップにつ
いては契約を締結している取引先金融機関から提示された価格によっております。金利スワップの特例処
理によるものは、ヘッジ対象とされている短期借入金、長期借入金と一体として処理されているため、そ
の時価は、それぞれ当該短期借入金、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記「負債」
(3)(7)参照）。為替予約等の振当処理によるものは、ヘッジ対象とされている売掛金、長期借入金と一体と
して処理されているため、その時価は、それぞれ当該売掛金、当該長期借入金の時価に含めて記載してお
ります（上記「資産」(2)、「負債」(7)参照）。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品
（単位：百万円）

　

区 分 連結貸借対照表計上額
非上場株式 11,311
これらは、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把握する

ことが極めて困難と認められるため、「資産（4）有価証券および投資有価証券」には含めておりません。

賃貸等不動産に関する注記
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

当社および一部の連結子会社では、愛知県その他の地域において、賃貸商業施設や賃貸住宅等を所有して
おります。

　
２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：百万円）
　

連結貸借対照表計上額 時 価
7,828 35,895

（注）１．連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２．当期末の時価は、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に基づく金額（指標等を用いて
調整を行ったものを含む。）、その他の物件については一定の評価額や適切に市場価格を反映して
いると考えられる指標に基づく金額であります。

　
１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 6,417円37銭
１株当たり当期純利益 257円76銭
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個 別 注 記 表

重要な会計方針に係る事項に関する注記
１．資産の評価基準および評価方法
(1) 有価証券 子会社株式および

関連会社株式…………………移動平均法による原価法
　 その他有価証券

時価のあるもの……………決算期末日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均
法により算定しております。）

時価のないもの……………移動平均法による原価法
なお、投資事業有限責任組合およびそれに類する組合への出資（金
融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの）につ
いては、組合契約に規定される決算報告日に応じて入手可能な最近
の決算書を基礎とし、持分相当額を純額で取り込む方法によってお
ります。

(2) デリバティブ………………………………時価法
(3) たな卸資産 製品・半製品・仕掛品……総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）

　 原材料・貯蔵品……………移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により
算定）

　
２．固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっております。

なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。
建 物 ７～50年
機械及び装置 ４～17年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く）……定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づいております。

(3) リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

……リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によってお
ります。

　
３．引当金の計上基準
(1) 貸倒引当金………債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお
ります。
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(2) 賞与引当金………従業員に支給する賞与に充てるため、支給対象期間に応じた支給見込額を計上しており
ます。

(3) 役員賞与引当金…役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき計上しており
ます。

(4) 工事損失引当金…受注工事の損失に備えるため、当事業年度末の未引渡工事のうち、損失の発生が見込ま
れ、かつ、その金額を合理的に見積ることができる工事について、翌事業年度以降の損
失見込額を計上しております。

(5) 退職給付引当金…従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務および年金資産の
見込額に基づき計上しております。
数理計算上の差異は、10年による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度
から費用処理しております。
過去勤務費用は、10年による定額法により按分した額を費用処理しております。

(6) 関係会社事業損
失引当金

…関係会社の事業に伴う損失に備えるため、関係会社の財務内容等を勘案して計上してお
ります。

(7) 環境対策引当金…保管するPCB（ポリ塩化ビフェニル）等の廃棄物処理の支出、また、過去に販売した
鉄鋼スラグ製品のうち、今後の撤去等による支出に備えるため、その見積額を計上し
ております。

　
４．収益および費用の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用
し、その他の工事契約については、工事完成基準を適用しております。なお、工事進行基準を適用する工事の
当事業年度末における進捗度の見積りは、原価比例法によっております。
　
５．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項
(1) 外貨建の資産および負債の本邦通貨への換算基準
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しており

ます。
(2) ヘッジ会計の方法
① ヘッジ会計の方法…………繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、通貨スワップについて振当処理の要件を満たしているものは振当処
理、金利スワップについて特例処理の要件を満たしているものは特例処理に
よっております。

② ヘッジ手段とヘッジ対象…当事業年度にヘッジ会計を適用したヘッジ手段とヘッジ対象は以下のとおり
であります。
ａ．ヘッジ手段････通貨スワップ
ヘッジ対象････借入金および支払利息

ｂ．ヘッジ手段････金利スワップ
ヘッジ対象････借入金の支払利息

③ ヘッジ方針…………………ヘッジ対象に係わる為替相場変動リスクおよび金利変動リスクを一定の範囲
内でヘッジしております。

④ ヘッジ有効性評価の方法…該当するデリバティブ取引とヘッジ対象について、ヘッジ取引の条件等を都
度評価し、判断することによって有効性の評価を行っております。また、通
貨スワップについて振当処理によっているもの、金利スワップについて特例
処理によっているものは、有効性の評価を省略しております。
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(3) 消費税等の会計処理
消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 363,737百万円
　
２．有形固定資産から直接控除した圧縮記帳額 3,161百万円
なお、上記の他、当事業年度において買換えにより有形固定資産から
直接控除した圧縮記帳額が2,772百万円あります。

３．偶発債務
(1) 保 証 債 務
下記会社等の借入金について、保証を行っております。（ ）は当社負担分であります。
㈲タカクラ・ファンディング・コーポレーション 3,625（ 3,625）百万円
Daido Steel(Thailand)Co.,Ltd. 2,359（ 2,359） 〃

※当社従業員 150（ －） 〃
合計 6,135（ 5,984） 〃

※当社従業員に対する保証については、複数の保証人がいる連帯保証債務であります。
(2) 有限会社タカクラ・ファンディング・コーポレーションに対して、同社の有する建物が天災地変により滅
失または毀損した場合、524百万円を累積限度とする追加出資義務（匿名組合契約）を負っております。

　
４．関係会社に対する金銭債権債務（区分表示したものを含む）

短期金銭債権 46,266百万円 長期金銭債権 16,653百万円
短期金銭債務 33,006 〃 長期金銭債務 52 〃

　
５．退職給付信託

当事業年度における退職給付引当金および前払年金費用ならびに同引当金と相殺されている退職給付信託に
おける年金資産は、以下のとおりであります。

退職一時金 確定給付年金 合 計
退職給付引当金 △13,748百万円 1,454百万円 △12,294百万円
（退職給付信託設定額の控除前）
退職給付信託設定額 24,670 〃 5,320 〃 29,990 〃
退職給付引当金
前払年金費用 10,921 〃 6,775 〃 17,696 〃
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損益計算書に関する注記
１．関係会社との取引高
営業取引による取引高
売上高 111,289百万円
仕入高 105,226 〃
営業取引以外の取引高 15,532 〃

２．固定資産売却益
当社川崎テクノセンターの土地・建物を一部売却したことによるものであります。

株主資本等変動計算書に関する注記
　

当事業年度末における自己株式の種類および株式数
普通株式 808千株

　

税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
賞与引当金 1,190百万円
未払事業税 195 〃
貸倒引当金 1,688 〃
投資有価証券等評価損 5,023 〃
たな卸資産評価損 69 〃
関係会社事業損失引当金 48 〃
環境対策引当金 1,462 〃
その他 1,209 〃
繰延税金資産小計 10,887 〃
評価性引当額 △7,015 〃
繰延税金資産合計 3,872 〃

繰延税金負債
前払年金費用 △3,887百万円
固定資産圧縮積立金 △1,081 〃
その他有価証券評価差額金 △1,485 〃
退職給付信託返還有価証券 △3,213 〃
その他 △116 〃
繰延税金負債合計 △9,784 〃
繰延税金資産の純額 △5,911 〃
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関連当事者との取引に関する注記
　

子会社および関連会社等 （単位：百万円）
　

属性 会社等の名称 議決権等の所有
（被所有）割合

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額 科目 期末残高

子会社

大 同 興 業
株 式 会 社

（所有）
直接 100.0％ 製品販売

原材料購入

特殊鋼製品等の
販売

（注1）
93,532 売 掛 金 22,278

原材料等の購入 （注1）
51,158 買 掛 金 7,740

大 同 Ｄ Ｍ ソ リ
ュ ー シ ョ ン
株 式 会 社

（所有）
直接 100.0％ 資金の貸付 資金の貸付 （注2,3）

5,956

関 係 会 社
短期貸付金 5,048

関 係 会 社
長期貸付金 2,170

株 式 会 社
大 同 キ ャ ス
テ ィ ン グ ス

（所有）
直接 100.0％

資金の貸付
役員兼務１名

資金の貸付 （注2,3）
10,078

関 係 会 社
短期貸付金 500

関 係 会 社
長期貸付金 9,300

関係会社貸倒引
当金繰入 5,413 貸倒引当金 5,413

関係会社株式評
価損 1,765 関係会社株式 0

株 式 会 社
ダ イ ド ー 電 子

（所有）
直接 100.0％

資金の貸付
役員兼務２名 資金の貸付 （注2,3）

8,202

関 係 会 社
短期貸付金 5,396

関 係 会 社
長期貸付金 2,826

取引条件および取引条件の決定方法等
（注）１．価格その他の取引条件は市場価格を勘案して決定しております。
　 ２．資金の貸付利率については市場金利を勘案して合理的に決定しております。
　 ３．取引が反復的に行われているため、貸付資金の取引金額は期中平均残高を記載しております。

１株当たり情報に関する注記
　

１株当たり純資産額 4,443円78銭
１株当たり当期純利益 269円31銭

2020年05月21日 09時32分 $FOLDER; 15ページ （Tess 1.50(64) 20200401(on201812)_02）


